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Ⅰ．はじめに

　戦後に造林された人工林が伐期に到達したことから，主伐と再
造林の動きが各地でみられるものの，木材価格の低迷で販売収益
が低く再造林のためには公的支援が必要な状況にある（林野庁，
2015）｡ 再造林を本格化させるためには，再造林コストのおよそ
半分を占める下刈経費をどこまで削減できるかが重要になる（鹿
又，2014）｡
　下刈を省略すると植栽木と競合する再生植生が発達することか
ら，下刈を連年実行した場合に比べて植栽木の成長が遅れる（山
川ほか，2012）｡ そのため，植栽木の成長の遅れを経営的に許容
できる範囲において，下刈回数の削減やタイミングなどの保育方
法の変更が模索されている（金城ら，2012；重永，2011）｡ また，
再生植生のタイプや繁茂の状態によっても植栽木と再生植生との
競合関係が異なる（山川ほか，2013）ので，優占種の組成や量の
違いによって，下刈省略の影響は変わってくると予想される｡ そ
のため，再生植生のタイプやスギ植栽木（以下，スギ）に対する
被圧強度を多点間で比較することが必要である。
　そこで本研究は，森林整備センターが実行する水源林造成事業
（以下，事業）の，2010 年度事業地の 10ヶ所に隣接して調査地を
設定し（平山，2012），乗算優占度を用いて再生植生タイプを区
分することと，下刈を省略して無下刈とした場合のスギの初期成
長への影響を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．調査地と方法

　森林総合研究所森林整備センター九州整備局管内の 2011 年 3
月に造林された 10ヶ所の事業地（図－ 1；P 1～ P 10）で調査を
行った｡ 事業地に隣接したおよそ 20 m× 20 mの範囲を地拵え

をして調査地に設定し，通常どおりの下刈を実施する区画（下刈
区）と下刈を省略した区画（無下刈区）に分割して，それぞれの
区画にスギ 100 個体ずつを植栽した｡ いずれの事業地もニホンジ
カ（以下，シカ）の分布域にあり，造林事業はシカ柵を設置した
内側で行われたが，調査地はシカ柵の外であった｡
　調査地の下刈は，基本的には事業地の下刈作業に合わせて行っ
た｡ ただし，P 9 では調査地における再生植生の植被率が 2年目
で 75 %と植栽木を被圧していなかったので，初期 2年間は下刈
を行わなかった｡ また，P 6 では区画の設定が遅れたため，調査
2年目から調査地の半分を無下刈区とした｡ さらに，P 2 では無
下刈区における再生植生の発達が旺盛であったため，調査 3年目
からは調査地全体を下刈した｡
　植栽翌年の 2012 年 9 月前後に，P 3 を除く 9ヶ所の調査地にお
いて無下刈区の再生植生を調査した（この時期に林道が崩れたた
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図－１．調査地の位置
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め P 3 の調査ができなかった）。1 m× 1 mの植生調査枠 24 枠を
設置してそれぞれの枠に出現した植物種を確認し，植物社会学的
な被度階級（＋～5）の評価（鈴木，1971）と，被度 1以上の場
合は枠内の最大高を記録した｡ そして，再生植生が植栽木を被圧
する影響の大きさを表す指標として，被度と最大高の積による乗
算優占度（沼田編，1974）を計算した｡ 具体的には，各枠で被度
1以上を記録した種を解析対象として，被度（1～5）は平均百分
率（0 . 050～0 . 875）に換算して最大高（m）との積を枠（1㎡）
ごとに計算したのちに 24 枠の平均値を求めて種の乗算優占度
（㎥ /㎡）とした｡ 植物種はスギとの競合関係を考慮して，小型
草本（調査時の植物高がおよそ 50 cm未満），中型草本（同 50～
100 cm），大型草本（同 100 cm以上），低木（同 2 m未満；ヤブ
ムラサキ・コガクウツギなど），高木（同 2 m以上；リョウブ・
ヌルデ・エゴノキなど），つる植物（巻つき・絡みつき型）に類
型化した。ただし，大型草本のススキ，大型シダ類（ワラビ・ウ
ラジロなど）および低木のスズタケは優占度が特に高いことから
個別に扱った｡ そして，類型化した植物種の乗算優占度を用いて
クラスター分類（ユークリッド距離，ウォード法）による再生植
生タイプの区分を行った｡
　スギについては，2011 年 3 月の植栽時および 2014 年 12 月の 4
年時に下刈区と無下刈区で樹高を測定し，4年時には地際直径も
測定した｡ また，調査地はシカ生息域にあることから，植栽した
スギへのシカ食害を確認したところ，10ヶ所の調査地のうち P 5
と P 10 については食害が激しく解析に使える個体は残っていな
かった。その他の調査地では P 5 や P 10 に比べて食害の程度が
軽かった。食害部位が主軸であればスギの樹高成長に直接影響す
るが，食害部位が枝葉の場合はスギの葉量が大きく減少しなけれ
ば樹高成長への影響は小さいため，主軸への食害履歴がない個体
を解析に用いた。
　調査地の再生植生タイプを区分するためのクラスター分類と，
スギの樹高と形状比の比較のための一元配置分散分析は，統計
パッケージR 3 . 2 . 2（R Core Team，2015）で行った｡

Ⅲ．結果と考察

　P 3 を除いた 9ヶ所の調査地の乗算優占度は 0 . 47～2 . 20 ㎥ /㎡
の範囲であった（表－ 1，図－ 2）｡ 一般的な乗算優占度は調査地
間で群落の種組成を比較する目的で使用されるため，出現種の被
度と最大高の数値について，それらの最大値を 100 とした比数に
変換して計算することが多い（佐倉・沼田，1980）｡ 本研究にお
いては，再生植生とスギの成長の関係に着目しているため，出現
種の被度と最大高の数値をそのまま掛け算して乗算優占度を求め
た。したがって，図－ 2における最小の P 10 と最大の P 2 にあ
る 5倍近い差は，再生植生の量の差でありスギに対する被圧強度
の違いを示すと考えられる｡
　乗算優占度を用いてクラスター分類を行った結果，9ヶ所の調
査地の再生植生は，ススキの優占度が高い " ススキ型 "，ススキ
に加えて高木種の優占度が高い " ススキ・高木型 " そしてススキ
以外が優占する " 非ススキ型 " の 3 タイプに分けることができた
（図－ 3）。ススキの優占度が高い 2タイプの乗算優占度は 1 . 22
～2 . 20 ㎥ /㎡と高く，これらの再生植生タイプの平均最大植生

表－1．各調査地の無下刈区2年時の再生植生の状態とスギ植栽木4年時の樹高と形状比（平均値±標準偏差）

調査地
番号

調査地
標高m

2年時の再生植生（無下刈区） スギ植栽木（下刈区／無下刈区）

再生植生型 最大植生高
cm

乗算優占度合計
㎥ /㎡ 調査個体数 4年時の樹高m 4年時の形状比

P2 1） 618 ススキ・高木型 172±51 2.20 19 / 29 238±46 / 137±35*** 58± 7 / 66±11**

P8 828 ススキ型 173±11 1.98 67 / 73 211±45 / 143±38*** 56± 8 / 77±12***
P4 928 ススキ型 144±48 1.60 22 / 77 185±29 / 141±31*** 60± 7 / 86±11***
P6 508 ススキ型 133±70 1.22 46 / 44 165±32 / 163±34 66± 6 / 86± 7***
P3 1034 （ススキ型）2） 欠測 欠測 27 / 40 115±26 /  87±21*** 54± 8 / 69±10***
P1 347 ススキ型 140±45 1.24 19 / 35 113±25 /  96±19** 59± 4 / 73±13***
P7 439 非ススキ型 100±18 1.59 41 / 78 144±33 / 117±30*** 87±12 / 96±13***
P9 691 非ススキ型  84±23 0.67 68 / 77  92±20 / 104±22*** 62±10 / 74±13***
P5 980 非ススキ型  85±20 0.85   - / - 3) データなし データなし
P10 473 非ススキ型  55±28 0.47   - / - 3) データなし データなし

アスタリスクは処理間で有意差があることを示す（一元配置分散分析，** p < 0.01，*** p < 0.001）｡ 1）P2では落葉高木種を含む再生植
生の発達が旺盛で，無下刈区のスギ植栽木が強く被圧されていたため，3～4年時には無下刈区でも下刈した。2）2012年の再生植生の
調査期間には P3への林道が崩れて通行できず調査できなかったが，P3の相観からはススキ型に該当すると判断される｡ 3）P5および
P10はシカ食害の影響が大きく，4年時までにすべてのスギ植栽木が主軸を食害されたか枯死したため，調査個体が残っていなかった｡

図－ 2．各調査地の 2年時の無下刈区における類型化した
植物群ごとの乗算優占度合計
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高は 130 cmを超えていた（表－ 1）。
　非ススキ型にはワラビなどの大型のシダが優占する調査地と高
木や低木の優占度が高い P 9 が含まれ，乗算優占度は 0 . 47～
1 . 44 ㎥ /㎡で植生高は 100 cm 程度であった（表－ 1）｡ P 9 は尾
根の広葉樹パッチを地拵えして造林した箇所のため木本の萌芽個
体が多く，これから次第に植生高や被度も高くなっていくと予想
される。猪上ほか（2007）は，九州地域では尾根部に常緑樹が比
較的多く分布していることを報告しており，このような尾根部の
調査地点が増えれば，新たな植生タイプとして認識できるだろう｡
　調査地間のスギの初期成長を 4年時の樹高で比べてみると，下
刈区のスギ樹高は乗算優占度の高い調査地でより大きく成長して
いた（表－ 1）。乗算優占度は被度と最大高の積であることから，
優占種の植物高に大きく影響される。そのため，乗算優占度は植
物高に上限のあるススキが優占するススキ型よりも高木種が混じ
るススキ・高木型で高くなり，ススキよりも植物高が低いことが
一般的であるワラビなどが優占する非ススキ型で低くなっていた
（表－ 1）。このことから，乗算優占度もしくは簡易には再生植生
タイプがスギに対する被圧強度を示すとともに，下刈した場合の
スギの成長指標として利用できる可能性がある。
　また，無下刈区のスギ樹高（87～143 cm）は下刈区（92～
238 cm）に比べて低い傾向にあり（表－ 1），再生植生による被
圧の影響が示唆された。乗算優占度の低い調査地では，下刈区と
無下刈区のスギ樹高の差が小さく（表－ 1），被圧強度が軽かっ
た影響かもしれない｡ しかし，形状比を比べると，すべての調査
地で無下刈区の値が高くなっており（表－ 1），無下刈区では樹
高成長に比べて地際直径の成長がより抑制されたことが示され
た｡
　再生植生の乗算優占度が最も高かった P 2 では，無下刈区のス
ギが再生植生からの被圧によって成林の可能性が低くなったと判
断して，3年目以降の 2年間は下刈を行った｡ しかし，4年目の
スギ樹高や形状比には下刈区との差が残っており（表－ 1），植
栽後 2年間の下刈省略の影響は解消できていなかった｡

Ⅳ．おわりに

　本研究では，再生植生の被圧強度を乗算優占度で数値化するこ
とを試みた。複数種の優占度が高い状況でも乗算優占度を使えば
より現実に近い被圧強度の数値化や植生タイプの区分ができる。
しかし，調査枠数が多いと出現種ごとの被度や最大高を記録する
のに時間を要するため，上位優占種に限定した調査データで乗算
優占度を計算することや，より簡易には最大植生高を被圧強度の
指標とすることも有効だと考えられる。今後は，主伐前後の下層
植生の発達状況などから植栽木の成長を予測出来るような方法を
考えたい。
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図－ 3．類型化した植物群の乗算優占度による調査地の
クラスター分類（ユークリッド距離，ウォード法）


